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○ 総 務 省 令 第 八 十 号 
電 気 通 信 事 業 法 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 八 十 六 号 ） 第 二 十 四 条 の 規 定 に 基 づ き 、 電 気 通 信 事 業 会 計 規

則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。 

  令 和 三 年 八 月 二 十 日 

                               総 務 大 臣  武 田  良 太 

  電 気 通 信 事 業 会 計 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 

電 気 通 信 事 業 会 計 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 第 二 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 （ 下 線 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） を 付 し た 部 分 を こ れ に 順

次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し

て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 そ の 標 記 部 分 が 同

一 の も の は 当 該 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 そ の 標 記 部 分 が 異 な る も の は 改 正 前

欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前

欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。
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  改  正  後  改  正  前 

附 則 

［ １ 略 ］ 

２ 事 業 者 の 作 成 す る 附 属 明 細 書 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 第 五 条 第 一 項 第 九 号 か ら 第 十 一 号 ま で

の 規 定 は 、 適 用 し な い 。 

３ 前 項 の 規 定 に よ り 第 五 条 第 一 項 第 九 号 か ら 第 十 一 号 ま で の 規 定 が 適 用 さ れ な い こ と と な る

間 、 事 業 者 は 、 第 十 六 条 の 規 定 に よ る 財 務 諸 表 の 提 出 の 際 、 併 せ て 、 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 損 益

明 細 表 、 指 定 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 及 び 移 動 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 が こ の 省 令 の 規 定 に 基

づ い て 適 正 に 作 成 さ れ て い る こ と の 職 業 的 に 資 格 の あ る 会 計 監 査 人 に よ る 証 明 書 並 び に 当 該 基

礎 的 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 、 指 定 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 及 び 移 動 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表

を 作 成 す る 際 に 準 拠 し た 収 益 及 び 費 用 の 配 賦 の 基 準 及 び 手 順 を 記 載 し た 書 類 を 総 務 大 臣 に 提 出

す る と と も に 、 当 該 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 、 指 定 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 及 び 移 動 電

気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 を 総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る 方 法 に よ り 開 示 し な け れ ば な ら な い 。 

附 則 

［ １ 同 上 ］ 

２ 事 業 者 の 作 成 す る 附 属 明 細 書 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 第 五 条 第 一 項 第 九 号 、 第 十 号 及 び 第 十

一 号 の 規 定 は 、 適 用 し な い 。 

３ 前 項 の 規 定 に よ り 第 五 条 第 一 項 第 九 号 、 第 十 号 及 び 第 十 一 号 の 規 定 が 適 用 さ れ な い こ と と な

る 間 、 事 業 者 は 、 第 十 七 条 の 規 定 に よ る 財 務 諸 表 の 提 出 の 際 、 併 せ て 、 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 損

益 明 細 表 、 指 定 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 及 び 移 動 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 が こ の 省 令 の 規 定 に

基 づ い て 適 正 に 作 成 さ れ て い る こ と の 職 業 的 に 資 格 の あ る 会 計 監 査 人 に よ る 証 明 書 並 び に 当 該

基 礎 的 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 、 指 定 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 及 び 移 動 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細

表 を 作 成 す る 際 に 準 拠 し た 収 益 及 び 費 用 の 配 賦 の 基 準 及 び 手 順 を 記 載 し た 書 類 を 総 務 大 臣 に 提

出 す る と と も に 、 当 該 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 、 指 定 電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 及 び 移 動

電 気 通 信 役 務 損 益 明 細 表 を 総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る 方 法 に よ り 開 示 し な け れ ば な ら な い 。 

 

別表第一（第５条、第６条及び第15条関係） 

勘 定 科 目 表 

資 産 

固 定 資 産 

科     目 備               考 

［略］ 

３ 投資その他の資産  

［略］ 

 長期貸付金 期限が決算期後１年を超える貸付金（関係会社（会社計算規則

第２条第３項第25号に規定するものをいう。以下同じ。）、株

主、役員又は従業員に対するものを除く。） 

［略］ 

［略］ 

 

別表第一の二（第５条及び第６条関係） 

勘 定 科 目 表 

資 産 

流 動 資 産 

［略］ 

固 定 資 産 

科     目 備               考 

［略］ 

 

別表第一（第５条、第６条及び第15条関係） 

勘 定 科 目 表 

資 産 

固 定 資 産 

科     目 備               考 

［同左］ 

３ 投資その他の資産  

［同左］ 

 長期貸付金 期限が決算期後１年を超える貸付金（関係会社（会社計算規則

第２条第３項第22号に規定するものをいう。以下同じ。）、株

主、役員又は従業員に対するものを除く。） 

［同左］ 

［同左］ 

 

別表第一の二（第５条及び第６条関係） 

勘 定 科 目 表 

資 産 

流 動 資 産 

［同左］ 

固 定 資 産 

科     目 備               考 

［同左］ 
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３ 投資その他の資産  

［略］ 

 長期貸付金 期限が決算期後１年を超える貸付金（関係会社（会社計算規則

第２条第３項第25号に規定するものをいう。以下同じ。）、株

主、役員又は従業員に対するものを除く。） 

［略］ 

［略］ 

 

別表第二（第５条、第６条、第15条及び第18条関係） 

財 務 諸 表 様 式 

［様式第１～様式第３ 略］ 

 

様式第４ 

個 別 注 記 表 

  事業者名               

年  月  日から 

年  月  日まで 

［１～４ 略］ 

 ５ 会計上の見積りに関する注記 

６～22 ［略］ 

（記載上の注意） 

１ 次に掲げる注記表には、次に掲げる事項の記載を省略することができる。 

⑴ 会計監査人設置会社（会社法第２条第11号に規定する会社をいう。以下同じ。）以外の

株式会社（公開会社（会社法第２条第５号に規定する会社をいう。以下同じ。）を除

く。）の個別注記表 １、５、６、８、９及び11から19までに掲げる事項 

⑵ 会計監査人設置会社以外の公開会社の個別注記表 １、５、６、15及び19に掲げる事項 

⑶ 会計監査人設置会社であつて、会社法第444条第３項に規定するもの以外の株式会社の個

別注記表 15に掲げる事項 

⑷ 持分会社（会社法第575条第１項に規定する会社をいう。）の個別注記表 １、５、６及

び８から19までに掲げる事項 

［２・３ 略］ 

４ 重要な会計方針に係る事項に関する注記は、計算書類の作成に当たつて採用する会計処理

の原則及び手続（以下「会計方針」という。）に関する次に掲げる事項（重要性の乏しいも

のを除く。）とする。 

［⑴～⑶ 略］ 

３ 投資その他の資産  

［同左］ 

 長期貸付金 期限が決算期後１年を超える貸付金（関係会社（会社計算規則

第２条第３項第22号に規定するものをいう。以下同じ。）、株

主、役員又は従業員に対するものを除く。） 

［同左］ 

［同左］ 

 

別表第二（第５条、第６条、第15条及び第18条関係） 

財 務 諸 表 様 式 

［様式第１～様式第３ 同左］ 

 

様式第４ 

個 別 注 記 表 

  事業者名               

年  月  日から 

年  月  日まで 

［１～４ 同左］ 

［新設］ 

５～21 ［同左］ 

（記載上の注意） 

１ 次に掲げる注記表には、次に掲げる事項の記載を省略することができる。 

⑴ 会計監査人設置会社（会社法第２条第11号に規定する会社をいう。以下同じ。）以外の

株式会社（公開会社（会社法第２条第５号に規定する会社をいう。以下同じ。）を除

く。）の個別注記表 １、５、７、８及び10から18までに掲げる事項 

⑵ 会計監査人設置会社以外の公開会社の個別注記表 １、５、14及び18に掲げる事項 

⑶ 会計監査人設置会社であつて、会社法第444条第３項に規定するもの以外の株式会社の個

別注記表 14に掲げる事項 

⑷ 持分会社（会社法第575条第１項に規定する会社をいう。）の個別注記表 １、５及び７

から18までに掲げる事項 

［２・３ 同左］ 

４ 重要な会計方針に係る事項に関する注記は、計算書類の作成に当たつて採用する会計処理

の原則及び手続（以下「会計方針」という。）に関する次に掲げる事項（重要性の乏しいも

のを除く。）とする。  

［⑴～⑶ 同左］ 
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⑷ 収益及び費用の計上基準（事業者が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当

該契約から生ずる収益を認識するときは、当該事業者の主要な事業における顧客との契約

に基づく主な義務の内容、当該義務に係る収益を認識する通常の時点及び当該事業者が重

要な会計方針に含まれると判断したものを含むものとする。） 

［⑸ 略］ 

 ［５・６ 略］ 

 ７ 会計上の見積りに関する注記は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 会計上の見積りにより当該事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であつて、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの 

⑵ 当該事業年度に係る計算書類の⑴に掲げる項目に計上した額 

⑶ ⑵に掲げるもののほか、⑴に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資

する情報 

 ８～11 ［略］ 

 12 株主資本等変動計算書に関する注記は、次に掲げる事項とする。 

［⑴～⑶ 略］ 

⑷ 当該事業年度の末日における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数（種類株式発行

会社にあつては、種類及び種類ごとの数） 

⑸ ［略］ 

 13～17 ［略］ 

18 関連当事者（会社計算規則第112条第４項に規定する関連当事者をいう。以下同じ。）との

取引に関する注記は、事業者と関連当事者との間に取引（当該事業者と第三者との間の取引

で当該事業者と当該関連当事者との間の利益が相反するものを含む。）がある場合における

次に掲げる事項であつて、重要なものとする。注記は⑴から⑻までに掲げる区分に従い、関

連当事者ごとに表示しなければならない。 

⑴ 当該関連当事者が会社等（会社計算規則第２条第３項第19号に規定する会社等をい

う。）であるときは、次に掲げる事項 

   ［ア～ウ 略］ 

  ［⑵～⑻ 略］  

 19 ［略］ 

20 ［略］ 

21 ［略］ 

22 連結配当規制適用会社（会社計算規則第２条第３項第55号に規定する会社をいう。以下同

じ。）に関する注記は、当該事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規

制適用会社となる旨とする。 

⑷ 収益及び費用の計上基準 

 

 

 

［⑸ 同左］ 

［５・６ 同左］ 

 ［新設］ 

  

 

 

 

 

７～10 ［同左］ 

11 株主資本等変動計算書に関する注記は、次に掲げる事項とする。 

  ［⑴～⑶ 同左］ 

  ［新設］ 

 

  ⑷ ［同左］ 

 12～16 ［同左］ 

17 関連当事者（会社計算規則第112条第４項に規定する関連当事者をいう。以下同じ。）との

取引に関する注記は、事業者と関連当事者との間に取引（当該事業者と第三者との間の取引

で当該事業者と当該関連当事者との間の利益が相反するものを含む。）がある場合における

次に掲げる事項であつて、重要なものとする。注記は⑴から⑻までに掲げる区分に従い、関

連当事者ごとに表示しなければならない。 

⑴ 当該関連当事者が会社等（会社計算規則第２条第３項第16号に規定する会社等をい

う。）であるときは、次に掲げる事項 

 ［ア～ウ 同左］ 

［⑵～⑻ 略］  

18 ［同左］ 

19 ［同左］ 

20 ［同左］ 

21 連結配当規制適用会社（会社計算規則第２条第３項第51号に規定する会社をいう。以下同

じ。）に関する注記は、当該事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規

制適用会社となる旨とする。 
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23 ［略］ 

24 収益認識に関する注記は、事業者が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該

契約から生ずる収益を認識する場合における次に掲げる事項（重要性の乏しいものを除

く。）とする。ただし、会社法第444条第３項に規定する株式会社以外の株式会社にあつて

は、⑴及び⑶に掲げる事項を省略することができる。また、次に掲げる事項が４に掲げる注

記すべき事項と同一であるときは、次に掲げる事項の注記を要しない。 

⑴ 当該事業年度に認識した収益を、収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び

不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づいて区分をした場合における当該区分ごとの収

益の額その他の事項 

⑵ 収益を理解するための基礎となる情報 

⑶ 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

25 その他の注記は、３から24までに掲げるもののほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資

本等変動計算書により会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事項とす

る。 

［様式第５ 略］ 

 

様式第６ 

関係会社投資明細表 

  事業者名               

年  月  日から 

年  月  日まで 

［表略］ 

（記載上の注意） 

［１～７ 略］ 

８ 前２号の規定は、関連会社（会社計算規則第２条第３項第21号に規定する関連会社をい

う。以下同じ。）について準用する。 

［９～11 略］ 

［様式第７～様式第18 略］ 

 

別表第二の二（第５条、第６条及び第18条関係） 

財 務 諸 表 様 式 

［様式第１～様式第３ 略］ 

 

様式第４ 

個 別 注 記 表 

22 ［同左］ 

23 収益認識に関する注記は、事業者が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該

契約から生ずる収益を認識する場合における次に掲げる事項とする。 

   

 

 

⑴ 当該事業者の主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容 

 

 

⑵ 前号の義務に係る収益を認識する通常の時点 

  ［新設］ 

24 その他の注記は、３から23までに掲げるもののほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資

本等変動計算書により会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事項とす

る。 

［様式第５ 同左］ 

 

様式第６ 

関係会社投資明細表 

  事業者名               

年  月  日から 

年  月  日まで 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［１～７ 同左］ 

８ 前２号の規定は、関連会社（会社計算規則第２条第３項第18号に規定する関連会社をい

う。以下同じ。）について準用する。 

［９～11 同左］ 

［様式第７～様式第18 同左］ 

 

別表第二の二（第５条、第６条及び第18条関係） 

財 務 諸 表 様 式 

［様式第１～様式第３ 同左］ 

 

様式第４ 

個 別 注 記 表 



     
 

６
頁

 

  事業者名               

年  月  日から 

年  月  日まで 

［１～４ 略］ 

 ５ 会計上の見積りに関する注記 

６～22 ［略］ 

（記載上の注意） 

１ 次に掲げる注記表には、次に掲げる事項の記載を省略することができる。 

⑴ 会計監査人設置会社（会社法第２条第11号に規定する会社をいう。以下同じ。）以外の

株式会社（公開会社（会社法第２条第５号に規定する会社をいう。以下同じ。）を除

く。）の個別注記表 １、５、６、８、９及び11から19までに掲げる事項 

⑵ 会計監査人設置会社以外の公開会社の個別注記表 １、５、６、15及び19に掲げる事項 

⑶ 会計監査人設置会社であつて、会社法第444条第３項に規定するもの以外の株式会社の個

別注記表 15に掲げる事項 

⑷ 持分会社（会社法第575条第１項に規定する会社をいう。）の個別注記表 １、５、６及

び８から19までに掲げる事項 

［２・３ 略］ 

４ 重要な会計方針に係る事項に関する注記は、計算書類の作成に当たつて採用する会計処理

の原則及び手続（以下「会計方針」という。）に関する次に掲げる事項（重要性の乏しいも

のを除く。）とする。 

［⑴～⑶ 略］ 

⑷ 収益及び費用の計上基準（事業者が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当

該契約から生ずる収益を認識するときは、当該事業者の主要な事業における顧客との契約

に基づく主な義務の内容、当該義務に係る収益を認識する通常の時点及び当該事業者が重

要な会計方針に含まれると判断したものを含むものとする。） 

［⑸ 略］ 

 ［５・６ 略］ 

 ７ 会計上の見積りに関する注記は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 会計上の見積りにより当該事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であつて、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの 

⑵ 当該事業年度に係る計算書類の⑴に掲げる項目に計上した額 

⑶ ⑵に掲げるもののほか、⑴に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資

する情報 

８～11 ［略］ 

  事業者名               

年  月  日から 

年  月  日まで 

［１～４ 同左］ 

［新設］ 

５～21 ［同左］ 

（記載上の注意） 

１ 次に掲げる注記表には、次に掲げる事項の記載を省略することができる。 

⑴ 会計監査人設置会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第11号に規定する会社をい

う。以下同じ。）以外の株式会社（公開会社（同条第５号に規定する会社をいう。以下同

じ。）を除く。）の個別注記表 １、５、７、８及び10から18までに掲げる事項 

⑵ 会計監査人設置会社以外の公開会社の個別注記表 １、５、14及び18に掲げる事項 

⑶ 会計監査人設置会社であつて、会社法第444条第３項に規定するもの以外の株式会社の個

別注記表 14に掲げる事項 

⑷ 持分会社（会社法第575条第１項に規定する会社をいう。）の個別注記表 １、５及び７

から18までに掲げる事項 

［２・３ 同左］ 

４ 重要な会計方針に係る事項に関する注記は、計算書類の作成に当たつて採用する会計処理

の原則及び手続（以下「会計方針」という。）に関する次に掲げる事項（重要性の乏しいも

のを除く。）とする。  

［⑴～⑶ 同左］ 

⑷ 収益及び費用の計上基準 

 

 

 

［⑸ 同左］ 

［５・６ 同左］ 

 ［新設］ 

  

 

 

 

 

７～10 ［同左］ 
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12 株主資本等変動計算書に関する注記は、次に掲げる事項とする。 

［⑴～⑶ 略］ 

⑷ 当該事業年度の末日における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数（種類株式発行

会社にあつては、種類及び種類ごとの数） 

⑸ ［略］ 

13～17 ［略］ 

18 関連当事者（会社計算規則第112条第４項に規定する関連当事者をいう。以下同じ。）との

取引に関する注記は、事業者と関連当事者との間に取引（当該事業者と第三者との間の取引

で当該事業者と当該関連当事者との間の利益が相反するものを含む。）がある場合における

次に掲げる事項であつて、重要なものとする。注記は(1)から(8)までに掲げる区分に従い、

関連当事者ごとに表示しなければならない。 

⑴ 当該関連当事者が会社等（会社計算規則第２条第３項第19号に規定する会社等をい

う。）であるときは、次に掲げる事項 

［ア～ウ 略］ 

［⑵～⑻ 略］  

19 ［略］ 

20 ［略］ 

21 ［略］ 

22 連結配当規制適用会社（会社計算規則第２条第３項第55号に規定する会社をいう。以下同

じ。）に関する注記は、当該事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規

制適用会社となる旨とする。 

23 ［略］ 

24 収益認識に関する注記は、事業者が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該

契約から生ずる収益を認識する場合における次に掲げる事項（重要性の乏しいものを除

く。）とする。ただし、会社法第444条第３項に規定する株式会社以外の株式会社にあつて

は、⑴及び⑶に掲げる事項を省略することができる。また、次に掲げる事項が４に掲げる注

記すべき事項と同一であるときは、次に掲げる事項の注記を要しない。 

⑴ 当該事業年度に認識した収益を、収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び

不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づいて区分をした場合における当該区分ごとの収

益の額その他の事項（ただし、連結計算書類を作成する事業者は、個別注記表における当

該事業の注記を要しない。） 

⑵ 収益を理解するための基礎となる情報 

⑶ 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報（ただし、連結計

算書類を作成する事業者は、個別注記表における当該事業の注記を要しない。） 

11 株主資本等変動計算書に関する注記は、次に掲げる事項とする。 

  ［⑴～⑶ 同左］ 

  ［新設］ 

 

  ⑷ ［同左］ 

 12～16 ［同左］ 

17 関連当事者（会社計算規則（平成18年法務省令第13号）第112条第４項に規定する関連当事

者をいう。以下同じ。）との取引に関する注記は、事業者と関連当事者との間に取引（当該

事業者と第三者との間の取引で当該事業者と当該関連当事者との間の利益が相反するものを

含む。）がある場合における次に掲げる事項であつて、重要なものとする。注記は(1)から

(8)までに掲げる区分に従い、関連当事者ごとに表示しなければならない。 

⑴ 当該関連当事者が会社等（会社計算規則第２条第３項第16号に規定する会社等をい

う。）であるときは、次に掲げる事項 

 ［ア～ウ 同左］ 

［⑵～⑻ 同左］  

18 ［同左］ 

19 ［同左］ 

20 ［同左］ 

21 連結配当規制適用会社（会社計算規則第２条第３項第51号に規定する会社をいう。以下同

じ。）に関する注記は、当該事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規

制適用会社となる旨とする。 

22 ［同左］ 

23 収益認識に関する注記は、事業者が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該

契約から生ずる収益を認識する場合における次に掲げる事項とする。 

   

 

 

⑴ 当該事業者の主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容 

 

 

 

⑵ 前号の義務に係る収益を認識する通常の時点 

  ［新設］ 
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25 その他の注記は、３から24までに掲げるもののほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資

本等変動計算書により会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事項とす

る。 

24 その他の注記は、３から23までに掲げるもののほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資

本等変動計算書により会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事項とす

る。 

備 考 表 中 ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。 
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附  則 
（ 施 行 期 日 ） 

１  こ の 省 令 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 

 （ 経 過 措 置 ） 

２  こ の 省 令 に よ る 改 正 後 の 電 気 通 信 事 業 会 計 規 則 の 規 定 は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 日 以 後 終 了 す る 事 業

年 度 に 係 る 財 務 諸 表 か ら 適 用 す る 。 

 


